
第77回定時株主総会招集ご通知に際しての

法令および定款に基づく電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

新 晃 工 業 株 式 会 社



連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ７社

主要な連結子会社の名称 新晃アトモス㈱、日本ビー･エー･シー㈱、

千代田ビル管財㈱、上海新晃空調設備股份有限公司

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数 ２社

主要な会社名 SINKO AIR CONDITIONING (HONG KONG) LTD.、

TAIWAN SINKO KOGYO CO.,LTD.

なお、前連結会計年度において持分法適用の非連結子会社であった上海新晃建筑節能有限公

司及び持分法適用の関連会社であったSINKO AIR CONDITIONING (THAILAND) CO.,LTD.は、清算

により持分法の範囲から除外しております。

(2) 持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、各社の事業年度に係る計算書類を使用し

ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社（上海新晃空調設備股份有限公司 他２社）の決算日は12月

31日、国内連結子会社１社の決算日は２月28日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日

現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

他の連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

② 棚卸資産

当社及び国内連結子会社

原材料……………………………………主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

その他の棚卸資産………………………個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

在外連結子会社

主として先入先出法による低価法
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(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社…………………主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。

在外連結子会社……………………………主として定額法

② 無形固定資産

当社及び連結子会社………………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 株主優待引当金

株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる額を

計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社については、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 株式給付引当金

従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額

に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、空調機器等の製造販売及び関連工事等並びにビル管理等のサービスの提供を

行っております。

空調機器等の製造販売については、主としてサブコン（設備会社）に対して空調機器・部品等

の製造販売を行っております。空調機器・部品等の製造販売取引では、通常、出荷時から当該機

器・部品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時に収益

を認識しております。

空調機器等の関連工事等については、主として空調機器等の整備工事や更新工事等を行ってお

ります。当該工事契約について財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転す

るため、一定の期間にわたり充足される履行義務として、期間がごく短い工事を除き、履行義務

の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定期間にわたり認識しております。

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（イン

プット法）又は契約額に対する実際出来高の割合（アウトプット法）で算出しております。ま

た、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収す

ることが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

ビル管理等のサービスの提供については、主として清掃管理業務、ビルに係わる総合管理等の

サービス提供を行っております。これらのサービス契約については、通常、サービスの提供が完

了し、請求が可能となった時点で収益を認識しております。
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当社グループの履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね６ヶ月以内であり

ます。また、顧客との契約には重大な金融要素は含まれておりません。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支

配株主持分に含めております。

② 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務の見込額に基づいて計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、期間定額基準によっております。ただし、一部の連結子会社については、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。

（会計上の見積りに関する注記）

貸倒引当金

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 1,487百万円

（内 上海新晃空調設備股份有限公司 1,398百万円）

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 算出方法

債権の計上月からの経過期間に応じて債権を区分しております。債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 主要な仮定

一般債権については、信用リスクが毎期同程度との仮定に基づき過去の貸倒実績率等により

貸倒見積高を算定しております。また、貸倒懸念債権等特定の債権については、延滞の期間や

過去の回収実績等の定量的・定性的要因を考慮して貸倒見積高を算定しております。

(3) 翌年度の連結計算書類に与える影響

中国の建設業界において債権は平均回収期間が長いため見積りの不確実性が高く、外部環境

等による信用リスクの変化や債務者の支払能力の低下により、債権の貸倒見積高の算定に重要

な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,904百万円

２．受取手形裏書譲渡高 191百万円

３．顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、

「収益認識に関する注記」に記載しております。

４．契約負債の金額

流動負債（その他）のうち、契約負債の金額は、「収益認識に関する注記」に記載しておりま

す。
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５．土地の再評価

当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しており

ます。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土地は同条

第３号に定める固定資産税評価額にそれぞれ合理的な調整を行い算出しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 1,228百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 普通株式 72,543,000株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,285百万円 32円 2025年３月31日 2025年６月26日

2025年11月13日
取締役会

〃 1,387百万円 20円 2025年９月30日 2025年12月８日

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金（2025

年６月25日定時株主総会決議23百万円、2025年11月13日取締役会決議18百万円）を含んでおります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2026年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。

配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2,042百万円 利益剰余金 30円 2026年３月31日 2026年６月25日

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金28百万

円を含んでおります。

(3) 当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 4,329,004株

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等

により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的

にモニタリングすること等により、リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主とし

て株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

転換社債型新株予約権付社債の使途は自己株式取得に係る資金調達であります。借入金の使途

は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、担当部署が適時に資金繰計画を

作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,232百万円）は、「その他

有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛

金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに短期借入金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券

その他有価証券 17,405 17,405 －

転換社債型新株予約権付社債 6,000 6,090 90

長期借入金（※） 1,487 1,479 △7

（※）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定

した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区 分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

投資有価証券

その他有価証券

株式 17,405 － － 17,405

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区 分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

転換社債型新株予約権付社債 － 6,090 － 6,090

長期借入金 － 1,479 － 1,479

負債計 － 7,569 － 7,569

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。
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転換社債型新株予約権付社債

転換社債型新株予約権付社債の時価については、取引金融機関から入手した価格に基づいて算定し

ており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため時価が帳簿価

額に近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、固定金利によるものは、元利金

の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：百万円）

報告セグメント
合計

日本 アジア

空調機器製造販売事業 45,705 8,006 53,711

ビル管理事業等 5,627 － 5,627

顧客との契約から生じる収益 51,332 8,006 59,339

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 51,332 8,006 59,339

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権

受取手形 948 502

売掛金 13,737 14,907

電子記録債権 6,810 5,758

契約資産 4,563 5,353

合計 26,060 26,522

契約負債 515 308

契約資産は、主に空調機器等の製造販売及び関連工事等について期末日時点で充足した、も

しくは進捗度に基づき充足しているが、請求していない履行義務に係る対価に対する当社グル

ープの権利に関連するものであります。契約資産は、支払いに対する権利が無条件になった時

点で債権に振り替えられます。契約負債は主に、履行義務を充足する前に顧客から受け取った

対価であり、契約に基づいた履行義務を充足した時点で収益へ振り替えております。

当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額

は、400百万円であります。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込

まれる期間は以下のとおりであります。

なお、当社グループは実務上の便法を適用しており、請求する権利を有している金額で収益

を認識している清掃管理業務、ビルに係わる総合管理等のサービスに係る取引及び当初の予想

契約期間が１年以内の未充足の履行義務に係る取引を含めておりません。

（単位：百万円）

当連結会計年度

１年以内 6,579

１年超 6,545

合計 13,124

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 943円32銭

１株当たり当期純利益 99円59銭

（注）役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純

利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式の株式数

期末株式数 940千株

期中平均株式数 857千株

（重要な後発事象に関する注記）

該当はありません。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕 掛 品………個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原 材 料………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

無形固定資産………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

株主優待引当金………株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌事業年度において発生すると見

込まれる額を計上しております。

株式給付引当金………従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付

債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

当社は、主に空調機器等の製造販売を行っております。

空調機器等の製造販売については、主としてサブコン（設備会社）に対して空調機器・部品等の

製造販売を行っております。空調機器・部品等の製造販売取引では、通常、出荷時から当該機器・

部品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時に収益を認識

しております。

当社の履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね６ヶ月以内であります。ま

た、顧客との契約には重大な金融要素は含まれておりません。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 16,524百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 1,230百万円

短期金銭債務 90百万円

３．保証債務

関係会社の受注契約等の履行義務に対する保証額 318百万円

４．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土地は同条

第３号に定める固定資産税評価額にそれぞれ合理的な調整を行い算出しております。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 1,228百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 2,699百万円

関係会社からの仕入高 932百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 2,281百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 5,396,879株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は、投資有価証券評価損等であり、繰延税金負債の発生の主な原

因は、その他有価証券評価差額金等であります。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 新晃アトモス㈱ 直接 100％
当社納入製品
の修理点検及
び保守

製品の販売
(注 1)

2,282 売掛金 777

子会社 千代田ビル管財㈱ 直接 100％ 役務の受入
資金の借入
借入の返済
(注 2)

－
1,600

１年内返済予
定の関係会社
長期借入金

1,500

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注 1）価格その他の取引条件については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。

（注 2）借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 766円93銭

１株当たり当期純利益 82円25銭

（注）役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、1株当たり当期純利

益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が保有する当社株式の株式数

期末株式数 940千株

期中平均株式数 857千株

（重要な後発事象に関する注記）

該当はありません。

― 10 ―


